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研修・部活動等での安全管理の徹底と 

平和学習等の機会の確保を求める要望書 

 

 沖縄県名護市辺野古沖で小型船が転覆し、研修旅行中だった高校生らが亡くなった事故につ

いて、文部科学省は研修旅行の平和学習が「政治的活動を禁じる教育基本法第１４条２項に反す

る」との見解を出したことに懸念の声が広がっています。 

 もとより学校には安全管理上の義務があり、研修旅行の安全管理上の問題は厳しく問われなけ

ればなりません。新潟県北越高校陸上部の磐越道での事故も同様です。県教育委員会におかれ

ても、学校における児童・生徒の安全確保のために万全を期していただきますようお願いします。 

 さて、事故が起こった平和学習について文科省が「教育基本法第１４条２項に反する」としたこと

については、とうてい容認できません。日本国憲法第２３条には「学問の自由」が謳われており、教

育基本法第１条（教育の目的）では、「教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び

社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行わなければなら

ない」とし、第１４条（政治教育）１項には「良識ある公民として必要な政治的教養は、教育上尊重さ

れなければならない」とあります。これらを踏まえれば、今起きている社会や政治の問題を学ぶこと

は、児童・生徒にとってたいへん重要だということです。 

 教育基本法第１４条２項が禁じているのは、「特定の政党」の「支持又は反対」のための「政治教

育」と「政治的活動」です。政府は同項にある「その他政治的活動」について、「特定の政党との関

係の有無にかかわらない」と言いましたが、それは違法な範囲を政府が拡大解釈するものであり、

これは、教育内容への不当な介入につながります。教育への不当な介入は、憲法や教育基本法

の精神に反するものです。以上のことから、下記の点を要望させていただきます。 

 

記 

 

（１） 学校や学校外における研修や部活動等における安全配慮には万全を期すこと 

 

（２） 平和学習など、社会や政治の問題をとりあげた学習を、今後も躊躇なく継続・発展させるよう

支援すること 

 

以上 


